中学校給食導入促進事業費補助金(新規)
【事業目的】

　学力や体力をはじめ、中学生の成長の源となる「食」を充実させ、大阪の教育力の向上につなげるため、市町村（政令市除く）に対し財政支援を行い、中学校給食の導入を促進する。
【９月補正予算額】　　170,176千円
　　　　　　　　　　（23年度整備予定市：箕面市、吹田市、大東市、

門真市、河内長野市、高石市）

※平成23年度から27年度までの債務負担行為
246億円(限度額)のうち平成２３年度分の予算化

【事業内容】

（１）補助対象
　　・新たな給食施設等の整備に伴う施設整備費及び消耗品費等
　　・既存給食施設の機能向上に向けた全面改修等に伴う施設整備費

（２）補助率等

　　①施設整備費：定率補助（１／２）

　　②消耗品費等：定額補助

　　※補助上限：１校あたり1億500万円（①＋②計）
	≪完全給食実施状況≫（平成22年度末）

　・大阪　12.3％（政令市を除くと19.6％）　⇔　全国 約80％

　・12/41市町村、57/291校（政令市を除く）

≪実施方式≫

方式

市町村

全員喫食

選択制

単独調理場方式（自校方式）

箕面市(※)、門真市、和泉市、熊取町、
田尻町、岬町
富田林市
共同調理場方式（給食センター方式）

四條畷市、交野市、松原市(※)、
大阪狭山市
民間施設を活用

吹田市(※)
　　※箕面市（実施校1/全校7）、松原市（実施校1/全校7）、吹田市（実施校14/全校18）


実業教育充実事業費（新規）
～工科高校等の実習設備の更新～
【事業目的】
大阪のものづくりを支えていくためには、将来を担う有能な人材の育成・確保が不可欠であり、工科高校等の教育環境の整備が急務である。
また、東日本大震災以降、社会全体において節電対策が注目を集めており、工科高校等の生徒には、効率的な電力供給や電気のエネルギー変換等の知識や技術を具体的なものづくりに応用できる力を身につけさせる必要がある。
このような課題に対応するためには、工科高校等における実習設備の老朽化による性能の低下や、省電力に関する教育に対応する必要があることから、時代に即した新型の設備に更新する。
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【予算額】　　１７０，２４５千円
【主な整備内容】
	系・科
	主 な 整 備 内 容
	学　校　名

	機械系
	旋盤等
	城東工科他６校

	電気系
	電動発電機等
	布施工科他１校

	建築系
	建築音響システム等
	西野田工科他２校

	環境化学システム系
	フーリエ変換赤外分光光度
分析装置等
	堺工科

	農業系
	高速液体クロマトグラフ等
	園芸、農芸


